平成16年度　第１回　アナログ２種　法規科目

  端 末 設 備 の 接 続 に 関 す る 法 規  
第1問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「電気通信事業法」及び「工事担任者規則」（これに基づく告示を含む。）に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　電気通信事業法の目的は、（　ア　）である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　電気通信事業者間の格差を是正し、電気通信事業の一律広汎な発展を促進すること

　②　電気通信事業の公平かつ能率的な利用を確保すること

　③　電気通信事業の適正な運営を図ることによって、電気通信の秩序を確立すること

　④　電気通信の健全な発展及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉を増進する


(2)　電気通信事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。（　イ　）のため緊急に行うことを要するその他の通信であって総務省令で定めるものについても、同様とする。　　　　　　　　(4点)
	　①　公共の安全　　②　公共の利益　　③　人命の救助　　④　公共の福祉


(3)　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　電気通信設備とは、電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備をいう。

B　電気通信回線設備とは、送信の場所と受信の場所との間に接続する伝送路設備をいい、交換機及びこれらの附属設備を含まない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(4)　 次の二つの記述は、（　エ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　技術基準適合認定を受けた端末機器をアダプタ式ジャック方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要する。

B　技術基準適合認定を受けた端末機器を電気通信事業者が別に定める方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要しない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(5)　 次の二つの記述は、（　オ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　アナログ第2種工事担任者は、端末設備等に収容される電気通信回線の数が50以下であって内線の数が200以下のものをアナログ伝送路設備に接続するための工事を行い、又は監督することができる。

B　アナログ第3種工事担任者は、自営電気通信設備に収容される電気通信回線の数が1のものをアナログ伝送路設備に接続するための工事を行い、又は監督することができる。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


第2問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「工事担任者規則」「端末機器の技術基準適合認定等に関する規則」（これに基づく告示を含む。）「有線電気通信法」及び「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。なお「端末機器の技術基準適合認定等に関する規則」は、平成16年1月26日に「端末機器の技術基準適合認定及び設計についての認証に関する規則」から改正されたものである。　　　　　　　　(小計20点)
(1)　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
　　A　工事担任者は、氏名に変更を生じたときは、所定の様式の申請書に当該資格者証及び変更の事実を記載した書類を添えて総務大臣に提出し、資格者証の再交付を受けなければならない。

　　B　工事担任者は、住所に変更を生じたときは、所定の様式の申請書に当該資格者証又は変更を証明する書類を添えて総務大臣に提出し、資格者証の訂正を受けなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　電話用設備に接続される端末機器のうち、技術基準適合認定の対象となるものとして挙げた次の二つの機器は、（　イ　）。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
　　A　音声蓄積装置

　　B　ボタン電話装置

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(3)　有線電気通信法は（　ウ　）ことによって、公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　有線電気通信設備の効率的な運営を図り、有線電気通信の健全な発展を促進する

　②　有線電気通信設備の公平かつ能率的な利用を確保する

　③　有線電気通信設備の設置及び使用を規律し、有線電気通信に関する秩序を確保する

　④　有線電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護する


　(4)　次の二つの記述は、（　エ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
　　A　有線電気通信設備を設置（その設置について総務大臣に届けでる必要のないものを除く。）しようとする者は、有線電気通信の方式の別、設備の設置の場所及び設備の概要を記載した書類を添えて、設置の工事の開始の日から1週間前（工事を要しないときは、設置の日から1週間以内）までに、その旨を総務大臣に届けでなければならない。

　　B　有線電気通信設備（船舶安全法の規定により船舶内に設置するものを除く。）が他人の設置する有線電気通信設備に妨害を与えないようにすることは、有線電気通信設備令で定める技術基準で確保すべき事項である。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(5)　直流回路を閉じているときのアナログ電話端末の直流回路の直流抵抗値は、20ミリアンペア以上120ミリアンペア以下の電流で測定した値で（　オ　）でなければならない。ただし、直流回路の直流抵抗値と電気通信事業者の交換設備からアナログ電話端末までの線路の直流抵抗の和が50オーム以上1,700オーム以下の場合にあっては、この限りでない。　　　　　　　　　　　(4点) 

	　①　10オーム以上300オーム以下　　②　10オーム以上500オーム以下　　

　④　50オーム以上300オーム以下　　④　50オーム以上500オーム以下　　

　⑤　100オーム以上500オーム以下　　


第3問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
　　A　アナログ電話用設備とは、電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備を接続する点においてアナログ信号を入出力とするものをいう。

　　B　絶対レベルとは、一の皮相電力の1ミリワットに対する比をデシベルで表したものをいう。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(2)　次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　端末設備は、自営電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に照合する機能を有しなければならない。

B　端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音（電気的又は音響的結合により生ずる発振状態をいう。）を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を満たすものでなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(3)　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　端末設備の機器の金属製の台及び筐体は、接地抵抗が10オーム以下となるように接地しなければならない。ただし、安全な場所に危険のないように設置する場合にあっては、この限りでない。

B　通話機能を有する端末設備は、通話中に送話器から過大な漏話が発生することを防止する機能を備えなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(4)　利用者が端末設備を事業用電気通信設備に接続する際に使用する線路及び保安器その他の機器（以下「配線設備等」という。）の設置に関する次の記述は、（　エ　）が正しい。　　　　 (4点)
	　①　配線設備等の評価雑音電力（通信回線が受ける妨害であって、人間の聴覚率を考慮して定められる実効的雑音電力をいい、誘導によるものを含む。）は、相対レベルで表した値で最小時においてマイナス64デシベル以下であり、かつ、最大時においてマイナス58デシベル以下でなければならない。

　②　配線設備等と強電流電線との関係については有線電気通信設備令に適合するものでなければならない。

　③　事業用電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにするため、電気通信事業者が別に認可するところにより配線設備等の設置の方法を定める場合にあっては、その方法によるものでなければならない。


　(5)　端末設備内において電波を使用する端末設備に関する次の二つの記述は、（　オ　）。(4点)
A　総務大臣が別に告示する条件に適合する識別符号（端末設備に使用される無線設備を識別するための符号であって、通信路の設定に当たってその照合が行われるものをいう。）を有しなければならない。　

B　使用する電波の周波数が空き状態であるかどうかについて、総務大臣が別に告示するところにより判定を行い、空き状態である場合にのみ直流回路を開くものでなければならない。ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


第4問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
　(1)　アナログ電話端末は、発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、（　ア　）から応答が確認できない場合選択信号送出終了後2分以内に直流回路を開くものでなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　自営電気通信設備　　②　電気通信回線　　③　信号受信表示装置　　④　相手端末設備


　(2)　アナログ電話端末の選択信号のダイヤルパルスの信号について述べた次の記述のうち、誤っているものは、（　イ　）である。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　20パルス毎秒方式のダイヤルパルス速度は、20±1.6パルス毎秒以内でなければならない。

　②　20パルス毎秒方式のダイヤルパルスメーク率は、30％以上36％以下でなければならない。

　③　20パルス毎秒方式のミニマムポーズは、600ms以上でなければならない。


(3)　アナログ電話端末の直流回路の電気的条件等について述べた次の二つの記述は、（　ア　）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　直流回路を閉じているときのアナログ電話端末のダイヤルパルスによる選択信号送出時における直流回路の静電容量は、3マイクロファラド以上でなければならない。

B　直流回路を開いているときのアナログ電話端末の直流回路の直流抵抗値は、1メガオーム以上でなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(4)　複数の電気通信回線と接続されるアナログ電話端末の回線相互間の漏話減衰量は、1,500ヘルツにおいて（　エ　）デシベル以上でなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　 (4点)
	　①　10　　②　30　　③　50　　④　70　　⑤　90


　(5)　移動電話端末の基本的機能は、応答を行う場合にあっては、（　イ　）信号を送出するものでなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (4点)
	1 チャネルを開放する　　②　登録位置を確認する

　③　相手番号を確認する　　④　応答を確認する


第５問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「有線電気通信設備令」及び「有線電気通信設備令施工規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　 次の記述は、（　ア　）が正しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　電線とは、有線電気通信（送信の場所と受信の場所との間の線条その他の導体を利用して、電磁的方式により信号を行うことを含む。）を行うための導体（絶縁物又は保護物で被覆される場合は、これらのものを含む。）であって、強電流伝染に重畳される通信回線に係るもの以外のものをいう。

　②　線路とは、送信の場所と受信の場所との間に設置されている電線及びこれを支持し、又は保蔵するための工作物をいい、中継器などを含まない。

　③　離隔距離とは、線路と他の物体（線路を含む。）の定常状態におけるこれらの物体間の距離をいう。


(2)　音声周波とは、周波数が（　イ　）の電磁波をいう。　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　100ヘルツを超え、3,000ヘルツ以下

　②　200ヘルツを超え、3,500ヘルツ以下

　③　100ヘルツを超え、3,500ヘルツ以下

　④　200ヘルツを超え、4,000ヘルツ以下


(3)　 次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　通信回線（導体が光ファイバであるものを除く。）の平衡度は、1,000ヘルツの交流において58デシベル以上でなければならない。ただし、総務省で定める場合は、この限りでない。

B　通信回線（導体が光ファイバであるものを除く。）の線路の電圧は、100ボルト以上200ボルト以下でなければならない。ただし、電線としてケーブルのみを使用するときは、この限りでない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(4)　屋内電流が高圧の屋内強電流電線と交差し、離隔距離が30センチメートル以内に接近する場合には、屋内電線と屋内強電流電線との離隔距離が（　エ　）センチメートル以上となるように設置しなければならない。ただし、屋内強電流電線が強電流ケーブルであって、（　オ　）は、この限りでない。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点×2＝8点)
	　①　10　　②　15　　③　20

　④　屋内電線と屋内強電流電線との間に絶縁性の隔壁を設置するとき

　⑤　屋内電線と屋内強電流電線との間に耐火性のある堅ろうな隔壁を設けるとき

　⑥　屋内強電流電線が絶縁管に収めて設置されているとき


解答

第１問（ア）④　（イ）②　（ウ）①　（エ）④　（オ）①

第２問（ア）④　（イ）③　（ウ）③　（エ）②　（オ）③

第３問（ア）③　（イ）②　（ウ）④　（エ）②　（オ）①

第４問（ア）②　（イ）③　（ウ）②　（エ）④　（オ）④

第５問（ア）①　（イ）②　（ウ）④　（エ）②　（オ）⑤

